


�「新たな防火規制」は、東京都建築安全条
例に基づいて都が指定するもので、現在の「準
防火地域」内の建築物を今後建て替る際、
より燃えにくい建築物にすることが求めら
れます。【図１】【図２】参照

　北沢５丁目・大原１丁目地区で規制導入し
た場合、同規模で建て替えまたは新築する際、
木造建築物（防火構造）を準耐火建築物に
する必要がある建築物は １，６４６棟（７１％）あ
ります。【表１】参照

　規制に沿って建替が進むことで、将来は
全ての建築物が準耐火建築物または耐火建
築物になり、地区としての防火性能は大幅
に向上します。


